
平成２４年度（２０１２年度）予算編成要領 

 

  予算の編成に当たっては、「中期財政計画」を遵守し、以下の事項に留意するもの

とする。 
 
１  歳入に関する事項 

    今後の社会経済情勢や国・県の政策動向等に十分留意するとともに、過去の収入

実績をも勘案し、積極的な財源確保に努めるものとする。 

 

（１）市    税 

     市税は、自主財源の根幹をなすものであり、予算編成上極めて重要な位置を占

めている。したがってその積算に当たっては、税制改正及び地域経済の動向を十

分見極めたうえ、課税客体の把握を的確に行い、過小な予算計上とならないよう

積極的かつ適正な見込額を計上すること。 

（２）使用料及び手数料 

      受益者負担の原則に立って利用の促進に努め、利用者の視点及び利用者以外

（納税者）の視点を考慮し、積極的に財源の確保に努めること。 

（３）国・県支出金 

    ①  補助制度の改廃、補助率の見直し等の制度改正による影響については、その

動向に十分留意し、的確に見積るとともに、年度途中で一般財源への振替を生

じないようにすること。 

    ②  補助事業であっても、市費負担が多額になるもの及び後年度に財政負担を要

するものについては、市民ニーズ及び行政効果等の検討を行い、重要性の高い

ものについて計上し、予算金額についても十分検討すること。 

（４）財産収入 

      普通財産の現況を的確に把握し、処分可能な遊休財産については、極力        

整理する方針で進め、収入見込みが確実なものを計上すること。 

（５）市    債 

      歳出内容を精査し、基金の有効活用を図った上で、プライマリーバランスの黒

字内であれば最大限の借入れをする。 

（６）その他の収入 

      金額の多寡にかかわらず、財源確保の観点から収入見込が確実なもの        

については、すべて計上すること。 

 



２  歳出に関する事項 

    「中期財政計画」を遵守し、限られた財源の中で、事業に優先順位をつけて、「あ

れかこれか」を選択し、事業の取捨選択を行う。積算に当たっては、予算額の適正

化に努め、「納得のいく経費で納得のいく効果」が得られるよう創意工夫すること。 

 

  １節  報    酬 

    ①  議会の議員、非常勤特別職等については、条例で定める額で積算すること。 

    ②  日額の報酬については、会議日数、出席率等を十分考慮し積算すること。 

  ２節  給    料 

       １１月１日現在を基準として積算すること。 

  ３節  職員手当等 

    ①  １１月１日現在を基準として積算すること。 

    ②  時間外勤務手当は、人事グループが実施する「時間外勤務等見込調べ」によ

るが、その算出については、業務改善に努めグループ全体の時間外勤務時間

を平成２３年度決算見込より減少させるとともにグループリーダーのマネ

ジメントによるノー残業デーの完全実施と時間外命令の管理徹底を図るこ

と。 

    ③  指定統計、選挙事務及び災害対応に要するものは、各所属で計上すること。 

  ４節  共 済 費 

    ①  職員については、１１月１日現在を基準として積算すること。   

    ②  非常勤特別職及び臨時職員については、必ず人事グループ合議のうえ計上す

ること。 

  ７節  賃    金 

    ①  雇用の必要性を明確化するとともに、契約期間・日数・時間について        

再度検討し、必要最低限の額を計上すること。 

    ②  単価については、人事グループより通知する「臨時職員賃金単価表」により

積算し、必ず人事グループ合議のうえ計上すること。 

  ８節  報 償 費 

    ①  講師謝礼は、市場相場や事業内容を十分検討し、過大見積りとならな        

いようにすること。 

    ②  委員等に対する謝礼については、会議等の日数を十分考慮し積算する        

こと。 

  ③ 各種委員会について、その必要性を十分検討し、形式的なもの等については、

委員会の廃止や統廃合等の見直しを図ること。 



  ９節  旅    費 

    ①  積算は、原則として「旅費早見表」により行うものとする。 

    ②  県外旅行は、すべて特別旅費に計上すること。ただし、原則、県外旅行は凍

結とする。 

    ③  随行は、原則として認めない。 

    ④  研修旅費については、「平成２４年度職員研修計画書」を作成し、１１月４

日（金）までに人事グループへ提出すること。ただし、原則として県内研修

に限る。 

１０節  交 際 費 

       時代背景を鑑み、内容を十分吟味したうえで計上すること。 

１１節  需 用 費     

    １  消耗品費 

① 効率的な使用により、徹底したコスト管理に努めることとする。また、庁

内情報化の推進状況や環境対策を踏まえ、ペーパーレス化に努めること。 

②  一括事務用品については、引き続き行政契約グループからの配給とし、各

グループにおいては予算計上しないこと。 

    ２  燃 料 費 

        単価は、別添の「歳出予算留意事項」に記載された金額とする。 

    ３  食 糧 費 

      ①  単価は、別添の「歳出予算留意事項」に記載された金額とする。 

      ②  対象者・数量を的確に把握するとともに、会議時間の調整等により        

極力廃止すること。 

    ４  印刷製本費 

      ①  印刷物の数量は、過去の実績にとらわれず、効果、対象範囲等を十        

分見直し、必要最小限のものを計上すること。 

      ②  内部印刷が可能なものについては、積極的に取り組み、特殊な印刷        

物を除き、１００ページ以内は内部印刷にすること。 

      ③  既製品は、消耗品で計上すること。 

   ④ 再生紙の活用を図ること。  

      ⑤  新規の外部印刷物は、予算ヒアリング時にサンプルを提示すること。 

    ５  光熱水費 

        本年度実施している節電対策プランに基づく節電を継続する想定し、かつ、

その他節水等についても最大限反映させた予算計上とすること。 

  



６  修 繕 料 

        年次計画を作成し、緊急性の高いものから計画的に計上すること。枠   

取修繕は、極力控えること。 

    ９  医薬材料費 

      ①  常備薬的なものについては、実績又は使い残しや薬効期限等を勘案        

して計上すること。 

      ②  特定目的の医薬材料は、個々の実績等により計上すること。 

１２節  役 務 費 

    １  通信運搬費 

      ①  郵便料金については、行政契約グループで一括計上する。なお、切手につ

いては行政契約グループで管理徹底する。 

      ②  可能なものは、封書からハガキへの切り替えを行い、経費の節減に       

努めること。 

      ③  市内郵便で、重要文書・緊急文書以外は、極力使送を活用すること。            

４  手 数 料 

      ①  コピー機リース料については、使用料で計上すること。 

② 浄化槽法定検査手数料については、平成２３年度と同額で計上すること。 

１３節  委 託 料 

    ①  社会福祉協議会、シルバー人材センター、高浜市総合サービス、昭徳        

会への委託業務については、再度業務内容に検討を加え、積算根拠を明確に

し、予算計上すること。 

    ②  その他継続する委託料については、近隣自治体に相場を確認する等、安易に

業者からの見積りによることなく、価格・業務内容等に十分検討を加えた額

を計上すること。 

    ③  委託料においては、特に人件費部分の積算根拠を明確にし、説明でき        

るようにしておくこと。特に公務員給与を積算の根拠としている場合に    

は、最近の給与に係る動向を十分に踏まえること。 

    ④  各部局間で一括契約可能な業務については、それぞれ調整を図り、徹      

底したコスト管理に努めること。 

１４節  使用料及び賃借料 

    ①  借地料については、原則として平成２３年度固定資産税の課税標準額を         

基礎として積算すること。 

    ②  新たに公共下水道使用料が生じる区域は、平成２３年度に受益者負担金の賦

課対象区域となっているので、積算に当たっては接続工事費を含めて、上下



水道グループと十分調整したうえで計上すること。また、既に供用開始とな

っている施設においても積算に留意すること。 

１５節  工事請負費 

  ①  補助事業については、国・県の動向に十分留意すること。また、超過        

負担にならないように努めること。 

② コストの縮減を図り、事業費の抑制を可能な限り行うこと。 

③ 設計・工事の一括発注を可能な限り検討し、コスト削減に努めること。 

１７節  公有財産購入費 

      用地取得については、計画的な取得に努め、事業の推進に当たり真に必      

要なもののみ予算要求すること。 

１８節  備品購入費 

    ①  備品は、「細節４ 図書購入費」を除き、単価５０,０００円以上（消費税含

む）のものとする。 

② 使用できる間は、予算要求しないこと。 

③ 新規備品は、原則認めない。 

１９節  負担金、補助及び交付金 

    ①  市単独補助金については、事業効果を念頭において対象事業の見直し        

を行い、初期の目的を達成したもの及びその事業の必要性が確認されな        

いものについては廃止すること。 

    ②  団体等への事業費補助金については、補助団体と十分協議し、補助対        

象事業、補助対象経費、補助率、補助限度額等を明確にして、予算計上する

こと。また、決算時において、補助対象事業及び補助対象経費に余剰金（繰

越金）が生じた場合は、市へ返納することとするため、補助金の積算に当た

っては十分注意すること。 

         なお、補助金額の全体枠は、基本的に前年度当初予算を上限とするが、        

個々に事業効果に対する補助金の増減や予算編成上での増減を実施する場

合もあることに留意すること。 

    ③  国・県補助金にからんで市費補助金の上乗せ措置を行う場合は、その        

必要性等を十分検討し、必要最小限の額を計上すること。 

    ④  職員互助会負担金については、１１月１日現在の職員給を基礎として計        

上すること。 

    ⑤  新たに公共下水道事業受益者負担金が生じる区域は、別添の「受益        

者負担金賦課対象区域」となっているので、積算に当たっては、賦課対        

象面積を的確に把握するとともに、上下水道グループと十分調整したうえで



計上すること。 

    ⑥  負担金については、団体の退会等を検討すること。 

⑦ 先進地視察等の名目で、近隣市職員（県職員含む）で研修旅行をするための

協議会等への負担金は、原則認めないものとする。 

⑧ 各補助金の予算額については、査定において検討する。 

２０節  扶 助 費 

法令・条例・規則等の現行制度に基づき年間所要額を計上することとす        

るが、的確な対象人員の把握に努め、積算に当たること。 

２１節  貸 付 金 

      社会情勢の動向に十分留意し、目的・対象・期間・利率条件及び利用実績等を

勘案し計上すること。 

２２節  補償、補填及び賠償金 

      家屋・立木・工作物等の補償については、十分精査のうえ見積ること。       

２４節  投資及び出資金 

      出資金については、その目的・効果等を十分検討し、必要最低限を計上        

すること。 

２８節  繰 出 金 

      特別会計に対する繰出金については、必ず他会計との数値を一致させて      

おくこと。 

 

※１  アクションプランの表記について 

   「第６高浜市総合計画」に掲げるアクションプランについては、「平成２４年度

予算書及び予算説明書」において、該当事業名の最後尾に『（ＡＰ）』と表記しま

す。『（ＡＰ）』を付記する作業については、財務評価グループにて行います。 

 

※２  見積書の徴収について 

予算編成に伴う見積徴収にあたっては、原則として２社以上（１社随意契約等は

除く。）から見積徴収を行うこととし、かつ内容を精査したうえで、一番低い金額

の見積金額で予算計上すること。 

 ① 徴収した見積書については、全て資料として添付すること。 

 ② ２社以上から見積徴収しない場合は、「なぜ１社としたのか」「なぜそれが１番

安価と判断したのか」を査定時に聞き取りします。 


